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所得税 個人の1年間の所得に対して課されるG 消費税 商品.製品の販売､物品の貸付け､サービスの提供などの取引や輸入される貨物に対して課されるo
法人税 株式会社などの法人の所得に対して 酒税 清酒 .ビール .ウイスキーなどを製
課されるo 造場から出荷したときに課されるO
相続税 財産を相続又は遺贈により取得した たばこ税 たばこを製造場から出荷したときや
ときに課される○ 輸入したときに課されるo







一般消費税 (仮称) ¢ 売上税 ぢ〉消費税
(1)税率 5% 5% 3%
(2)免税点 免税点は二千万円 免税点が1億円 免税点が三千万円






(4)仕入れ税額控除の方式 帳簿方式 インボイス方式 帳簿方式
(5)申告納付回数 年2回 年4回 年2回
(6)その他事項 中小特例措置として､簡易 物品税､砂糖消費税､入場 ①中小特例措置として､簡









































1998年 (平成10年) 消費税法の改正 (1)資産の譲渡等の時期の特例の見直し
4月1日 (2)適用対象となる会社分割の範囲の見直し
2001年 (平成13年) 消費税法の改正 (1)仕入れに係わる消費税額の控除
3月1日 (2)特例申告制度の創設





























































































































よう配慮 してい く必要がある｡｣ と2003年度 (辛











的な消 費課税 が付加価値税 (ⅥlueAddedTax)
へと転換 されてきたことである｡ これは､フラン
スが1954年 に付加価値税 を採用 したことに端 を
発 している｡欧州経済共同体 (EEC)7を設立す
表3-1 日本 と欧州主要国の付加価値税の概要
日本 フランス ドイツ イギリス デンマーク スウェーデン ノ)レエー
施行 1989 1968 1968 1973 1967 1969 1970
納税義務者 資産の譲渡 有償により 営業又は営 事業活動と 事業として 利益を得る 事業として
等を行う事 財貨の引渡 業活動を独 して財貨又 財 貨 又 は ために経済 財貨の引渡
業者及び輸 し又はサー 立 して行う はサービス サービスの 活動を独立 し及びサー
入者 ビスの提供 者及び輸入 の供給を行 供給を独立 して行 う者 ビスの提供
を独立して行う者及び輸入 者 う者で登録義務のある者及び輸入 して行う者及び輸入 及び輸入者 を行う者及び輸入
非課税 土地の譲渡 土地の譲渡 土地の譲渡 土地の譲渡 医療 医療 医療
賃貸 (建築用地 賃貸 賃貸 教育 教育 教育
住宅の賃貸 を除くoた 建物の譲渡 建物の譲渡 金融 金融 金融
金融 だし､個人 金融 賃貸 保険 保険 保険
保険 取得の住宅 保険 金融 不動産譲渡 不動産取引 不動産の讃
医療 建築用地は 医療 保険 郵便 不動産賃貸 演
教育 非課税) 教育 医療 旅客輸送 等 貸付
揺祉等 貸付中古建物の譲渡(不動産業者の譲渡を除く)住宅の賃貸金融保険医療教育郵便等 郵便等 教育揺祉等 旅行代理業務等 宿泊旅行サービス等
税率% 標準税率 消費税4(地方消費税1) 19.6 16 17.5 25 25 24ゼロ × × × ○ ○ ○ ○
(山所)税制調査会 [2004]9頁より抜粋
66 神奈川大学大学院経営学研究科 F研究年報』第12号 2008年3月
る条約99条の下で､1967年に定められた第1次理
事会指令 (67/227/EEC)1粂及び第2次理事会指
令 (67/228/EEC)1条 が､取引高税か ら付加価











表3-3を参照 しなが らデ ンマークの付加価値税

















項目 日本 ヨ-ロツパ諸国 参考
税額算定方法 前段階税額控除法 前段階税額控除法
提示証拠書類 帳簿方式 インボイス方式
税率 5%の単一課税 標準課税 EUの標準税率 は､最高 スウ
軽減税率 エーデン､デ ンマ-ク､ハ ン
ゼロ税率 ガリーの25%､アイスランド
イギリスとアイルランドはゼ の24.5%､フィンランド､チエ
ロ税率を適用o コ､ポーラン ドの22%､ベルギー､アイル ラン ド21%､オース トリア､イタリア､スロベニアの20% プラシス 9.6%､イギリス17.5%､ドイツ1最低がルクセンブルク 5%
事業者免税制度 適用上限売上高 3000万円 前暦年売上高ドイツ197万円フランス321万円当月直前1年間の売上高イギリ 023万円


























































































































































































































































































































































































































































































74 神奈川大学大学院経営学研究科 F研究年報』第12号 2008年 3月
21 消費税法規通達集 消費税法 第4条1項 消
費税法規通達集 消費税法 第5条1項
22 税制改革法の第11条 ｢事業者は消費税に広
く薄く負担を求めるという消費税の性格にか
んがみ､消費税を円滑かつ適正に転嫁するも
のとする-｣とあり､消費税を ｢転嫁するも
のとする｣と規定している｡ しかし､転嫁は
法的な強制力をもたないことから､経済的な
力関係によって左右される｡つまり立場の弱
い事業者は消費税の転嫁ができるかできない
か､大きな不安がある｡
大間知啓輔 [2005]186頁
消費税法規通達集 消費税法 第63条2項
日本の ｢総額表示方式｣においてもEU諸国
同様､事業者間取引については､ただし書き
でこの限りでないと規定 している｡
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